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　今日、田端先生にお話しして頂くテーマは「日本企業の新製品開発のあり方

と今後の課題」です。とくに日本企業の新製品開発とアメリカ企業の新製品開

発の対比においてのお話をしていただきたいと思います。田端先生は現在、近

畿大学経営学部の教授で、学部と大学院では国際マーケティング関連の講義を

担当されています。また、近畿大学では、短期大学部の学部長も務めていらっ

しゃいます。先生のご専門は国際経営で先生は長年、企業の多国籍化やグロー

バル戦略について研究されてこられました。多国籍化というのは、企業が海外

へ進出して本国以外の国に直接投資をすることです。また、グローバル戦略と

いうのは、たとえば製品戦略においては世界を一つの市場と捉えて、世界製品

を作って全世界に対応する、というやり方です。こうしたやり方ではものすご

く価格面での優位を獲得することができると言われています。先生の研究成果

ですが、先生は論文や本をたくさん発表されています。とりわけこれからのグ

ローバル競争に直面する日本企業の新製品開発のあり方についてのご研究が注

目されています。みなさん、最近、授業でiPhoneの第５シリーズについて聞

かれることが多いと思います。アップル社のiPhoneの新製品ですね。アップ

ル社はiPhoneで起死回生しました。このアメリカのアップル社の新製品がな
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ぜ素晴らしいのかというと、ちょっと面白い発想で作られているからです。利

用可能な部品がいろいろ使われているのですが、この部品の組み合わせ方次第

で新製品ができたりするんですね。八幡駅の近くに行くと２万円を出したら新

しいiPhoneを購入できますね。これ、様々な部品の中の一つの部品を変える

ことによってバージョンアップができるという、アップル社の一つの特徴的な

新製品開発の戦略です。日本は違うかどうかわかりませんが、これから先生の

お話の中で我々も一層、製品開発について理解を深めることができると思いま

す。日本企業はその高度な製品開発能力を競争優位として世界市場を席巻して

きました。しかし近年、様相が変わってきたように思います。科学技術の格差

は縮小しつつあるように思います。だからかつてないほど新製品開発は難しく

なってきたわけですね。このような企業を取り巻く外部環境の激しい変化に応

じて日本企業は将来の製品開発を見直すことが急務となるように思います。日

本企業が生き残るための戦略上の重要課題として新製品開発のこれからのあり

方を考えねばなりません。これについて今から田端先生にお話をしていただき

たいと思います。田端先生よろしくおねがいします。

日本と米国：本国の環境の違い

　みなさんこんにちは。近畿大学の田端です。どうぞよろしくお願いいたしま

す。今日は、主に組織という面から、日本の会社とアメリカの会社とでは製品

開発のあり方がどのように違うのかというお話をしたいと思います。製品開発

の日本とアメリカの違いについてこれから申し上げますことは、多くが私の調

査の結果に基づいています。理解をしやすくするためにあえて対比を強調して

お話をさせていただきます。その点、お含みおき下さい。

　さて、日本とアメリカなのですがまず本国の環境が違います。たとえば日本

では技術者、研究者を雇う市場が十分に発達していません。極端なことを言い

ましたら多くの人にとりまして最も魅力的な機会に遭遇できるのは人生で一回
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だけです。すなわちそれは新卒市場なんですね。「どんどん変わっている人が

いるじゃないか」というご意見もありますが、日本では変わるたびごとに企業

規模が小さくなっていき、そしてペイメントも下がっていきます。それに対し

てアメリカでは技術者、研究者に限らず労働市場が高度に発達しています。

人々はより良い機会を求めて絶えず流動いたします。私がアメリカにいたと

き、ある人から「アメリカ人は七回は引っ越しをして、七回は職場を変える

よ」といわれました。アメリカでは、ヘッドハンティングカンパニーのもとに

労働市場が形成されています。だから、彼らの場合は職場を変えていくことで

より良い待遇を勝ち得ていくという感じなのです。

　言葉を換えて言いますと日本は、あくまでも相対的にという意味ではあります

が、人的資源が固定しているんです。技術者、研究者もそうです。日本の企業

内研究者は英語で自己紹介するときに、たとえば青木さんという方がKIUという

会社に勤めているといたしますと My name is Aoki. I work for KIU Co. Ltd.

と言います。「KIUの青木と申します」という風に言うのですね。つまり、日本

の企業内技術者とか研究者はまず「社員」なのですね。それに対してアメリカ

は人的資源が常に流動しています。技術者や研究者の場合はなおさらそうです。

そしてアメリカの企業内研究者は、たとえば化学者の場合ですと、自己紹介す

るときに、I am a chemist といいます。つまり、アメリカの企業内技術者や研

究者は社員である前に、まずプロフェッショナルなんです。プロフェッションと

は専門職業です。同一化の対象は、企業というよりも専門職業なんです。

どうやって新製品開発をする？

　日本企業ではどちらかというと人的資源が固定化する傾向にありますから、

新製品開発をする場合にも、今いる人々の力を結集してことに当たろうとしま

す。たとえば、「全組織を挙げて」とか「部門の力を結集して」とかいうこと

がキーワードになるのですね。部門ごとに仕事を行うということを前提にして



田端昌平：日本企業の新製品開発のあり方と今後の課題　　　 米国企業との対比において 　　

―　　―�

部門間で緊密な相互作用や連絡調整が行われるというのが日本企業の特徴で

す。そうして全部門の力を結集して新たな製品を開発していこうとするのです

ね。それに対して、アメリカは、人的資源がつねに流動していますから、その

都度その都度プロジェクトに必要な知識を持つ適切な人材を社内だけではなく

社外からも集めてことに当たろうといたします。そのプロジェクトで最適な人

を、「あなた」と「あなた」と「あなた」というようにかき集めてプロジェク

トを立ち上げるというのがアメリカ企業のやり方なんですね。で、プロジェク

ト単位がキーワードになります。そしてアドホクラシー、ちょっと難しい言葉

ですね。アドホックとは、その場その場で、といった意味です。それからクラ

シーとは、組織、といった意味です。ですからその場その場で流動的な組織を

作ってやっていくという考え方がとられるわけです。

　開発のタイプを分けて説明いたしましょう。

　既存の製品カテゴリーでより良くニーズを充足したい場合には、日本企業で

は各部門が蓄積してきた知識を結集しようといたします。なぜかといいますと

各部門こそがこれまでお客様に対処することで知識を蓄積してきたからなんで

すね。お客様により良く奉仕しようとマーケティング部門はお客様に関する知

識を蓄積していますし、開発部門はより良く開発しようということで技術的な

知識を蓄積しています。そして、その蓄積した知識を結集してより良い物を

作っていこうということをやるわけです。じゃあ、アメリカ企業はどうなのか

というと、アメリカ企業は既存の製品カテゴリーでより良くニーズを充足した

い場合には問題解決に必要な知識を持つ人材をその都度その都度集めます。問

題解決の知識を持つ人は必ずしも社内にいるとは限りません。たとえばアメリ

カの会社に、あるジョブのオポテュニティー（機会）があるとします。日本流

の考え方でしたら社内の下にいる人がその機会を埋めるという感じですよね。

つまり、内部登用です。ところがアメリカの場合はどうかというと、社内外に

公募するというのが前提なんです。ですから上のポジションを外から来た人に

かっさらわれるということは日常茶飯事です。
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　新製品カテゴリーを創出する場合も日本企業ではトップが方向性を示して、

今いる各部門の人々に学習をさせて（つまりいろいろ勉強をさせ、いろんな新

しい知識を集めさせて）その知識を結集しようとします。ですから、キーワー

ドは何かというと「今いる人の活性化」なんです。とにかく勉強しなさい。い

ろんな研究会に行って勉強してきなさい。新しい知識を吸収してきなさい。そ

れをかき集めましょう。という感じなんです。これに対して、アメリカ企業で

は新製品カテゴリーを創出する場合はそれにかかわるアイデアを持つ極めて優

れた個人を取り込んでその人にアイデア実現に必要なチームを組ませることで

対処しようといたします。つまりキーワードは、「天才の取り込み」なんです。

iPhoneの場合は創業者そのものが天才でした。こうした天才に恵まれない会

社は新しい事業に関する優れたアイデアを持つ者を外からスカウトしてくる

（新規事業のタネを買ってくる）のです。また、もちろんベンチャーごと買っ

てくる場合もよくあります。

海外向け新製品開発はどうする？

　じゃ、海外向けの新製品開発はどうするのかということなんですが、日本の

企業では本社で部門の知識を結集して新製品開発を行うというルーチンが確立

していますので、海外市場に対しても基本はこのルーチンを踏襲することにな

ります。つまり、「本社でまとめてやってしまおう」ということですから、海

外向けのプロジェクトをこれだけ切り離すことがちょっと難しいんですね。そ

れに対して、アメリカはどうかというと、アメリカ企業ではプロジェクト単位

で人を集めるということがルーチン化していますので海外市場向けの新製品開

発についても同じ原則が適用されます。つまり、社内の人に限らず、また、受

入国、本国、第三国を問わず、最も適切な人材を集めて、海外市場向けの独自

なプロジェクトを立ち上げるんです。

　日本企業では、プラットフォーム（土台）から新しい製品とか、これまで
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まったく存在しなかった新しい製品カテゴリーを創り出すときには、国内で

シーズを創り出せない場合には、新しいシーズ（技術）を生み出してくれるよ

うな研究拠点を海外に設けようということはやります。あるいは、現地にいな

いと現地に存在する市場機会がよくわからないという場合には、市場機会を探

してくるための拠点を海外に置くということはやります。たとえば、生活研究

所とか企画開発拠点がそうです。ただし、こうした拠点が探してきたシーズと

か市場機会は本社の新製品開発機構にフィードバックされて、そこで新製品に

具現化されます。ところがアメリカ企業ではどうかというと、プラットフォー

ムから新しい製品やまったく存在しなかった新しい製品カテゴリーを創り出す

ときには現地で受入国、本国、第三国を問わず適切な人材を集めて現地で開発

に当たろうといたします。とくにまったく新しい製品カテゴリーを創り出すと

きには、センターオブエクセレンス、つまり世界の知識が集積している場所が

あるんですが、たとえば皆さんよくご存知の場所でしたらシリコンバレーとか

ですね。こういう世界の最先端の場所でプロジェクトを立ち上げようとしま

す。最先端の場所には人材もたくさんいますので、その人材を組織の中に取り

込んでその人材で新しいプロジェクトを興そうとするというのがアメリカ企業

のやり方です。つまりですね、日本企業では企画、開発、生産、販売という流

れが現地では一気通貫いたしません。つまり海外で新しいシーズや新しい市場

機会を探してきたら、これを本社にフィードバックしてきて本社の機構で開発

とか生産の立ち上げを行います。ですから、ニーズの吸い上げやシーズの創造

は海外かもわからないけれども実際に製品にするのは本社。こういう感じで

す。で、それに対しアメリカ企業では、企画、開発、生産、販売という流れが

現地で一気通貫するんです。この点が日本の企業とアメリカの企業との大きな

違いです。
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既存の製品カテゴリーで顧客ニーズをより良く充足する戦略（図解）

　ちょっと絵にしたものです。既存の製品カテゴリー内で顧客のニーズをより

良く充足させる戦略を重視している日本企業の場合どういうふうに仕事が行わ

れるかというと、マーケティング部門はマーケティング部門で最善を尽くし、

開発部門は開発部門で最善を尽くし、生産部門は生産部門で最善を尽くし、販

売部門は販売部門で最善を尽くし、そして、こうした部門が全部で一体となっ

て仕事をやっていきましょうという感じなんです。仕事が行われる単位は部門

です。で、この部門が今まで仕事をしてきた中でいろいろ知識を蓄積していま

す。で、蓄積した知識を結集することで製品に作り上げていくんですね。これ

「刺身型」って言われているものなんですが、まずマーケティング部門が仕事

をスタートして、ちょっと遅れて開発部門がスタートして、ちょっと遅れて生

産部門がスタートして、ちょっと遅れて販売部門がスタートする、こんな感じ

です。組織全体で仕事をやっていきます。ただし、マーケティング部門、開発

部門、生産部門、販売部門はそれぞれの部門ごとに仕事を進めていくわけなん

ですけど部門間では部門の壁を越えた連絡と調整が頻繁に行われます。つま

り、部門の仕事を立て分けたうえでお互いの連絡と調整を緊密にやっていこう

というのが日本企業のやり方なんです。ところがこちらを見てくださいね。

ちょっと対照的でしょう。この大きな黄色の円がプロジェクトです。こんなプ

ロジェクトをやりたいとしたらアメリカの企業では組織の内外を問わずマーケ

ティングの担当者として最も適切な人（赤色の人）を探してきてここに引っ張

り込んでくるんです。開発の担当者（黄土色の人）についても、生産の担当者

（緑色の人）についても、販売の担当者（水色の人）についても同様です。も

ちろん、これらの人々は専門家です。そうして、こうしてアドホックに作られ

たチームに仕事を任せてしまいます。必要な調整はチームの中で行われます。

手っ取り早いというか、なんというか、こういう感じのやり方で仕事をしてい

るというのがアメリカなんです。じゃあ、次を見てください。
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新しい製品カテゴリーを創出する戦略（図解）

　これまでまったく存在しなかった新しい製品カテゴリーを創り出す場合はど

うするかということですが、日本企業ではまず絵の左上に描かれているトップ

が重要な役割を果たします。トップがビジョンと方向性を打ち出すんです。そ

うしたら、各部門の中で知識の取り込みが行われます。もちろん、大事な役割

を果たすのは研究部門でしょうね。ただ、いざ製品化をしなければならないと

いうことになると、その具現化を体現したようなプロダクトマネジャーが任命

されます。そしてこの人が中心になって、各部門にいろんな知識をかき集めさ

せて、全部門の力を結集して、部門間の壁を越えた連絡と調整を図りながら、

これまでになかった新しいカテゴリーの製品が創られていきます。トップが方

向性を打ち出して、それを受け止める中心的な人物を作って、その中心的な人

物に組織全体の音頭とりをさせていくんですね。そして、その組織内にいる人

たちはもう本当に懸命に働いている、そんな感じです。じゃあアメリカはどう

なのかというと、アメリカは対照的でしてね。何か新しい製品カテゴリーを創

り出そうということになってくると、その製品カテゴリーを創り出すことに関

してアイデアを持っている天才、この大きな青色の円で書いている人を組織内

に呼び込んでくるんです。で、この人に「突出しなさい」「突出して働きなさ

い」ということをやるんですね。で、この人が自分のプロジェクトを遂行する

うえでいろんなものが必要になってきますよね。たとえば、マーケティング系

の人が必要になってくるだろうし、開発系の技術者も必要になってくるだろう

し、生産系の技術者も必要になってくるだろうし。プロジェクトを遂行するの

に必要になってくる人をかき集めてプロジェクトを遂行していくというのがア

メリカ流のやり方なんです。天才が中心になって自分のアイデアに基づいて皆

を率いてやっていくっていうのがアメリカ流のやり方です。日本は新しい製品

カテゴリーを創造するにも全組織の力を結集してやり遂げましょうというやり

方をとりますから、まったく対照的ですね。
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複数のプロジェクト（図解）

　さて、複数のプロジェクトです。複数のプロジェクトを日本企業はどういう

ふうにしてこなしていくのかということですが、線で示したところがわかりま

すか。一番上の線は一番目の製品ラインの仕事を表しています。二番目の線は

二番目の製品ラインの仕事を表しています。三番目の線は三番目の製品ライン

の仕事、四番目の線は四番目の製品ラインの仕事をそれぞれ表しています。一

つの部門の中でいろんな製品ラインにかかわる仕事が進行しているんです。こ

れが日本の会社です。たとえばですね、某社のファックス部門でしたらこうい

う形で国内向けの開発要員が200人ぐらいいるんです。それから海外向けの開

発要員が200人ぐらいいます。そして、この人たちがすべての製品ラインをこ

なしています。わかりますでしょうか。このやり方はこの会社の人のお話では

非常に効率的だそうです。最初の製品ラインに関する知識が次の製品ラインの

仕事に活かされますし、前の方でやっている製品ラインの設備が後の方の製品

ラインの生産に活かされることになるからです。じゃあアメリカの場合はどう

なのかというとアメリカの場合は、極端な言い方をしますと、Aプロジェクト

についてはAプロジェクトでマーケティング、開発、生産、販売の専門家を集

めてきてプロジェクトを立ち上げるんです。で、BプロジェクトについてもB

プロジェクトでマーケティング、開発、生産、販売の専門家をそれぞれかき集

めてプロジェクトを立ち上げます。Cプロジェクトについても同じ。Dプロジェ

クトについても同じです。一つの部門で何もかも立ち上げているというよりも

別々にプロジェクトがそれぞれ立ち上がっているというイメージをしていただ

くと非常にわかりやすいかと思います。で、これを理解しておいていただいた

うえで次の海外市場向けのプロジェクトに関する絵を見ていただくと理解しや

すいと思います。



田端昌平：日本企業の新製品開発のあり方と今後の課題　　　 米国企業との対比において 　　

―　　―10

海外市場向けのプロジェクト（図解）

　さて海外市場向けのプロジェクトです。今度は逆にアメリカ側から見ましょ

うか。アメリカの企業の本体ではAプロジェクト、Bプロジェクト、Cプロジェ

クト、Dプロジェクトというふうにそれぞれのプロジェクトが立ち上がってい

くんだということをご説明いたしました。じゃあ海外市場向けの、たとえば中

国市場向けのプロジェクトを立ち上げるときにはどうするだ、ということにな

ります。実は中国市場向けに対してもまったく同じやり方を踏襲するんです。

つまり中国市場向けのある製品を立ち上げるということになりますと、そのプ

ロジェクトを立ち上げるためにこのプロジェクトを遂行するのに最も適切な知

識を持った人を社内社外からかき集めてきます。これはもちろん現地の人をか

き集めるということに主眼点が置かれるわけですけれども、本社の人間も参加

しますし、場合によっては第三国の人間も関与します。そのプロジェクトの遂

行に最も適切な知識を持つ人間だったとしたら、中国の方だけじゃなくってア

メリカの方も。また、アメリカの方にとどまらず、イスラエルの方も日本の方

も韓国の方も呼んできてプロジェクトを立ち上げてしまおうというのがアメリ

カの企業の考え方なんです。つまり何を申し上げたいのかわかりますか。プロ

ジェクトの切り離しがものすごく容易なものですから、海外でのプロジェクト

を立ち上げる場合にも独立したプロジェクト組織が立ち上がっていくというこ

とを申し上げたいんです。ところが日本の場合はどうかといいますといろんな

製品ラインを一つの部門の中でこなしていますね。たとえばマーケティング部

門はいろんな製品ラインをこなしています。開発部門もいろんな製品ラインを

こなしています。生産部門もいろんな製品ラインをこなしています。で、各部

門がいろんなラインをこなしながら、そして、部門同士で相互に連携しなが

ら、本体の中で新しいモデルを立ち上げるということがルーチン化しているわ

けですね。そういたしますと海外市場向けについてはどんなことをやるのかと

いうと本体でプロトタイプ（原型）を作って、この原型を海外市場向けに修正
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したらいいや、といった考え方なんです。じゃあ新しいシーズからこれまでに

なかったカテゴリーの製品を創り出す場合にはどのようにするのかというと、

新しい製品を創り出すタネになる技術が社内で、もしくは日本国内で調達でき

ないという場合には海外にシーズ（新しい製品のタネになるような技術）の創

造拠点、これは主に研究拠点なんですが、こういう研究拠点を世界のセンター

オブエクセレンスとかクラスターとか言われている所に置いて、そこで生まれ

てくる最先端の知識をかき集めてシーズを創り出し、そのシーズを本体に還流

させようとします。そして、本体の中で新しい製品カテゴリーに具現化してい

くのです。また、たとえば中国市場向けになら、中国市場向けで、現地にいな

いとよくわからない現地独自の市場機会に対応してプラットフォームから新し

い製品を作らなければならないとか、今までの製品とはまったく概念を異にす

る製品を創り出さなければならないといった場合にはどのようにするのかとい

うと、市場機会もしくはニーズをすくい上げるための拠点を現地に置くんで

す。で、商品企画を現地に出させます。で、その出させた企画を本体に還流さ

せるんです。あとは同じです。本体で新しい製品の原型を作って現地に持って

いこうと。こんな話ですね。これが非常にオーソドックスな日本企業のやり方

だったんです。アメリカ企業のやり方と日本企業のやり方というのはこういう

意味でかなり違いがあったんですね。

新興国市場の構造

　環境条件が随分と変化してまいりました。世界の発展の中心が今までの考え

方では先進国だったんですけども、もう先進国は世界の発展の中心ではなく

なってまいりました。ヨーロッパもアメリカもソブリンやファイナンスの問題

でもたついています。一方で世界の成長センターとして新興国が注目されてき

ました。トレンドとしては先進国中心の発展から新興国中心の発展に変わって

きつつあることは間違いないように思います。で、新興国中心の発展はという
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ことなんですが新興国市場の構造を見てみましょう。ガディッシュ、レオン、

ベストリングの分類では新興国の市場は「プレミアム」、「グッドイナフ」、

「ローエンド」の三つの層に分かれます。彼らは中国のテレビ市場を見たうえ

でこういう分類をしているんですね。これに対して、カナとパレプという非常

に有名なインド人の研究者がいるんですが、彼らによりますと新興国の市場と

いうのは「グローバル」、「グローカル」、「ローカル」、「ボトム」の四つの層に

わかれます。見ていただくとわかりますように両方ともピラミッドを形成して

います。そして、よく似ています。ただ、この二つのグループが言っているこ

とはちょっとずつ違うんです。「プレミアム」、「グッドイナフ」、「ローエンド」

が意味しているところは、ピラミッドの下に行くほど品質・機能・性能に対し

て価格を重視する度合いが高くなるということなんです。「プレミアム」は高

品質（・機能・性能）、高価格な製品を求める方々です。「グッドイナフ」は品

質（・機能・性能）そこそこでとっても値ごろ感のある製品を求めていらっ

しゃる方々です。そして「ローエンド」というのは低品質（機能・性能）、低

価格な製品を求めていらっしゃる方々です。一方、「グローバル」、「グローカ

ル」、「ローカル」、「ボトム」が言わんとしていることは、下に行けば下に行く

ほどライフスタイルは特殊になってくるということなんです。「グローバル」

というのは先進国の中間層と同じようなライフスタイルを持っているような層

です。まったく西欧世界と変わらない生活をしているというイメージですね。

それに対して「ローカル」というのは地元のローカルなライフスタイルにどっ

ぷり浸っている方々です。で、「グローカル」というのはグローバルなライフ

スタイルとローカルなライフスタイルが交じり合っているということです。

　さて、この「グッドイナフ」という層がものすごく注目されています。たと

えば、中国で言いますと、ちょっと定義が微妙になってしまいますが仮にこれ

を所帯所得に置き換えて、所帯所得５千ドル未満で生活している層を「ローエ

ンド」という風に考えた場合にだいたい人口の半分ぐらいが「ローエンド」な

んですね。また、「グッドイナフ」の下の方を所帯所得５千ドル以上１万５千
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ドル未満で生活している層に置き換えますと、人口の４割ぐらいなんです。人

口の４割ぐらい、イメージできますか。５億人ぐらいの人がいるんです。ま

た、「グッドイナフ」の上の方を所帯所得１万５千ドル以上３万５千ドル未満

で生活している層に置き換えますと、８％ぐらい。ざっと１億人ぐらいなんで

すね。「グッドイナフ」の上の方と下の方を両方合わせたら６億人ぐらいの市

場が存在しているということになります。一方、「プレミアム」を所帯所得

３万５千ドル以上で生活している層に置き換えますと、３％弱ですから、それ

でも４千万人弱いますよね。おっきいといえばおっきいですよね。いいです

か。私が申し上げたい問題。どういうことかというと日本企業は、かつてはこ

の「プレミアム」だけを相手にしていればよかったんです。「グッドイナフ」

は今ほど大きくありませんでしたからね。ライフスタイルも先進国とまったく

変わらずに、価格よりも品質・機能・性能を重視する層、その人たちだけを相

手にしていればよかったんですね。このときはある意味楽でした。価格よりも

品質・機能・性能が大事でぜんぜん先進国とライフスタイルが変わらないとい

うことだから先進国向けの製品をここにポコンと持ってきてもうまく受け入れ

られたわけですね。今も開き直ってこの層だけを相手にしていればいいという

考え方もあります。それはそれで構わないかもわかりません。だって４千万人

弱もいるという話であったら。この戦略をずっととりつづけている企業もいま

す。たとえばどんな企業かといいますとコマツがそうです。コマツは、ハイエ

ンドで勝負しています。ところがこれより下の層がどうかというと、品質・機

能・性能よりまず価格です。また、先進国とは明らかに異なるライフスタイ

ル、異なるニーズを持っています。この層に対しては、先進国向けの製品をそ

のまま持っていって勝負できるかっていうと勝負できないんです。またもう一

つ非常に大事な問題があるんですよ。中国の「グッドイナフ」ですが６億人ぐ

らいになるっていいましたよね。中国だけでもすごいボリュームだってことを

理解していただけますね。で、ここでボリュームを稼いで、製品をものすごく

安く作ることができたとしたらその製品はどこに流れていきますか。もちろん
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中国国内だけでも大きなボリュームです。たとえば中国の家庭用エアコンの国

内出荷台数は日本の国内出荷台数の3.8倍もあります。中国にはグリーという

エアコンの会社がありますけど、グリーはそのボリュームを前提に安く作れ

るっていうことですよね。安く作られた製品はどこに流れていきますか。同じ

ようなニーズを持っている、他の新興国、たとえばインドのような国の「グッ

ドイナフ」市場に流れていくんです。で、そういう国に流れていったときにそ

の国の市場が大きいか小さいかというと大きいんですよ。で、この層を押さえ

てしまうと、まず中国なら中国で大きなボリュームを獲得して、次いでインド

ならインドに出て行ってまた大きなボリュームを獲得して、ボリュームとボ

リュームを合わせて、なおさらメガボリュームにして勝負できるでしょ。そし

て、累積生産量を拡大して、経験を蓄積して、能力をため込んだら、やがて先

進国の企業と競争できるような力を蓄えた企業が出てくるんですよ。たとえば

中国のファーウェイとかZTEのような会社がそうです。また、身近な例とし

てはたとえばハイアールなんかもそうかもしれません。

新興国で成功するための要件

　このように、新興国の「グッドイナフ」市場に注目が集まっています。その

理由の一つは、経済発展に伴って中間層が急速に拡大していることにありま

す。そして、もう一つのさらに大きな理由は、ここを押さえないとグローバル

な競争に負けてしまうことにあります。日本企業が国内にとどまったとしても

グローバルにシェアを持つ、いいかえるとグローバルにボリュームを持つ企業

との競争にやがて負けてしまうということは火を見るよりも明らかです。アメ

リカの企業もこれを警戒しています。しかし、この「グッドイナフ」を押さえ

ることは容易ではありません。じゃあどうしたら成功できるのかということを

考えてみましょう。

　チャン、ベネデット、ホエニグの三人の研究者は、製品開発のあり方に焦点
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を絞って中国における外資系企業の成功要因を分析しています。この三人の共

同研究で分かったことがあります。彼らの研究によりますと、本国向けの製品

にちょこちょこっと手直しをしただけの開発を行っている企業は軒並み業績が

悪いんです。じゃあどういう企業が、業績が高いのかっていうと、一つは、プ

ラットフォームイノベーションを行っている企業、つまり中国向けなら中国向

けにプラットフォーム（土台）からまったく新しい製品をポンと投入している

企業なんです。また一つはブレイクスルーイノベーションを行っている企業、

つまり、中国の「グッドイナフ」ならその需要を充足するために、これまで世

に存在しなかったまったく新しいカテゴリーの製品を創造している企業です。

まったく新しい製品ですからリスクが大きいんで中途半端に取り組むと業績が

落ちちゃうんですが、本腰を入れて取り組むとものすごく業績が上がってくる

んです。要は、本国向けの製品のちょっとした手直しではだめだよ、現地向け

にプラットフォームから新しく製品を作り直すか、あるいは現地向けに今まで

なかったような製品を開発するしかないよ、というのがこの御三方の結論です。

プラットフォーム戦略の実施体制

　じゃあまずプラットフォーム戦略を遂行する体制、つまり現地向けに一から

新しい製品を開発する体制でカギになってくるのは何かについてお話しましょ

う。

　新興国中間層は品質・機能・性能に相対して価格を重視する度合いが強いん

ですが、ライフスタイルも新興国中間層として、また特にその国の中間層とし

て独自で、したがってニーズも独自なんです。ですから本国流の価値観を現地

に押しつけても絶対に成功しません。で、何が必要になってくるかというと、

それは現地起点です。つまり現地起点で、現地の目線で差別化とコストを一か

ら作り込む必要があるってことなんですね。

　この現地起点を実施するにあたってのいくつかの実施体制上のキーワードが
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あるんですが、一つのキーワードは現地化です。この現地化の意味なんです

が、開発活動を現地に置くということが一つなんですが、もう一つの意味は何

かというと現地の人、たとえば中国であるのであれば中国人の方、中国人エン

ジニア、中国人マーケティング担当者、こういう人たちを中心に開発を進めて

いかなければならないっていうことなんです。もう一つは専任体制です。先進

国モデルの片手間に作っていればいいやってことになるとダメなんです。なぜ

かというと新興国向けのモデルを開発するときにどうしても先進国モデルに

引っ張られちゃうんです。だから現地モデルの独自性を出しにくくなるんです

ね。ですから専任体制が必要になります。それと企画、開発、生産、販売をと

おして事業を一貫して見る体制が必要になってきます。ものすごく低い価格の

製品で利益を出さなければなりませんので全部を一貫して見る体制を作らなけ

ればならないわけです。

　ただ、現地起点だけで大丈夫かというと実は現地起点だけでは十分ではあり

ません。この差別化がお客様に提供する顧客価値だけに終わるんだったら、つ

まりこういう提案をいたしますよというこれだけに終わるんだったら現地企業

にすぐマネされちゃうんですね。ですから現地の企業には入手し得ない技術の

裏付けが必要になってきます。ですから、子会社が本社と連携して、あるいは

子会社が他の子会社と連携して、多国籍企業が持っている技術的な強みを取り

込んでいかなければならないのです。多国籍企業内での連携がとても大事にな

るんですね。

ブレークスルー戦略の実施体制

　では、まったく新しい新製品、これまでにまったくなかったカテゴリーの新

製品を開発するときはどうなるかということについてお話ししましょう。

　ここに書いてますでしょう。メインストリームの市場、たとえば中国で言い

ますと都市部の「プレミアム」市場の要求に答えることばかりに注力していた
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企業は新興の市場、たとえば農村部の市場の要求が見えなくなります。だから

何が必要になるかというと、メインストリームから離れた場所にプロジェクト

チームを設けて、その独自の要求を充足することに専念することが必要になり

ます。で、新興の市場の要求、たとえば「プレミアム」市場向けの製品が充足

しているニーズを画期的に安い価格で充足するうえで既存の技術をいじくって

も解が出てこない場合は、これまでとはまったく系を異にする技術を投入する

ことによって打開策が考え出されます。

　GEヘルスケアのお話をいたします。このお話はイメルト、ゴビンダラジャ

ン、トリンブルによって紹介されたものですが、衝撃的でした。左側の絵が何

かわかりますか。超音波診断装置です。たとえば妊婦さんが赤ちゃんの状態を

知りたい時にこれで診てもらいますよね。これいくらかっていうと、2002年の

時点で10万ドルです。１ドル100円と計算して１千万円ぐらいですね。で、こ

れは日本の医療機関ではごく普通に見かけるものですよね。ただ、中国では都

市部の「プレミアム」層を対象とする医療機関にしか行き渡っていません。日

本と中国とではもちろん一人当たりGDPが違うということもあります。さら

に、日本と異なり、中国では保険制度が発達していません。会社に勤めている

人は会社が医療費を払ってくれますが、家族は自分で医療費を払わなければな

らないですね。だからなおさらのことです。一部の「プレミアム」層であれば

これに医療費を支払っていただけます。ですから、GEヘルスケアは、中国の

都市部の「プレミアム」市場だけを相手にしているときにはこれでよかったん

ですよ。ところが地方が、農村部が、これから発展の中心になってくるという

ことになってくると、これでは医療費を払えないですね。10万ドルではだめ。

じゃあどれぐらいならいいの。３万ドルだったらいいかな。１万５千ドルだっ

たらいいかな。実はGEヘルスケアは2002年には３万ドルを、そして2007年に

は１万５千ドルを実現しているのですが、このオリジナルの超音波診断装置

だったら、どう逆立ちしても１万５千ドルはおろか３万ドルだって実現できま

せん。じゃあどうするのということですね。この低価格を実現するためにプロ
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ジェクトチームを組もう。現地でプロジェクトチームを組むんです。で、世界

中から適切な人材を集めよう。適切な人材を集めてくるわけですね。どうやら

GEの中でもイスラエルの拠点がこの機械部分をソフトウェアに置き換える技

術を持っているみたいだ、と。で、機械がやってきた部分をソフトウェアに置

き換えたとしたら、機械部分が大部分不要になりますよね。で、コストが大幅

に下がるんです。こういうアイデアが出てくるわけですね。で、イスラエルの

拠点からその技術を持ってきます。そしてイスラエルの拠点でありますとか、

日本の拠点とか、韓国の拠点から必要な技術やノウハウを持っている人たちを

集めて、現地でマーケティングにかかわる知識を持っている人材を集めて、現

地のエンジニアを集めて、考え出されたのがこの右側の絵のような製品なんで

す。これが何かというと、パソコンの中にこのウルトラサウンドのソフトウェ

アを入れ込んで、このプロウブっていう患部を擦る部品をここに挿し込んでこ

れで診るんですよ。で、これだったら３万ドルとか１万５千ドルが実現します。

　このとき用いられたのがローカル・グロウス・チーム（local growth team 

現地で成長するためのチーム）です。で、GEヘルスケアの場合、成長の見込

めるチームに思い切ったパワー委譲が行なわれるのですね。チームに、戦略を

立てる権限、組織を作る権限、製品を創る権限を全部与えてしまう、というこ

とですね。そして新しい提供物を一から開発しなさい、まったく先例なしに開

発しなさい、新会社のように人員調達を含めて組織を一から構築しなさい、と

いうことをやります。また、業績評価も本社基準じゃなくって、このプロジェ

クトならプロジェクトでオリジナルな基準でやります。時間がかかるなら時間

がかかるで評価してあげる、ということをやります。それからレポートライン

なんですが、レポートラインは組織のトップに対して、つまり、GEヘルスケ

アのグローバルビジネスユニットのトップ（GEのヘルスケア製品に関してグ

ローバルに全責任を負っているトップ）に対して直接報告できるような体制を

作り上げます。で、うまくいったんですね。

　みなさんだったら、これ先進国で売れると思いますか。実はこれアメリカで



九州国際大学経営経済論集　第20巻第１・２合併号 （2014年１月）

―　　―19

も売られています。また、日本でも売られています。どんなところで使われて

いるかっていうと、これ、もともと中国で農村部の需要を満たすために作られ

たものですよね。都市部の大病院には患者さんが四方八方からいらっしゃいま

す。ところが農村部では患者さんが僻地にいらっしゃいます。患者さんのほう

から医療機関に来ることが難しい場合があるんです。医療機関が村々へと出向

かなければならない。ポータブルでなければならない。低価格以外にも、こう

したニーズを充足するためにできたのがこれだったんです。このポータブル性

というところに注目しますと、いろんな用途が出てきます。たとえば救急車の

中で、患者さんの様態を把握するためにアメリカでこれが用いられたりするわ

けですね。で、このように先進国の中でも新しい用途が開拓されていくんで

す。こうしたイノベーションが、次に普及するとすれば、それは他の新興国で

す。そこには似通った需要をもつ大きなセグメント（「グッドイナフ」市場）

が存在するからです。こうしたセグメントは、先進国のなかにも存在します。

ですから、こうしたイノベーションは、先進国にも遡上する素地があるのです

が、こうしたセグメント以外にも、新たな市場が生まれる可能性があるのです

ね。こういうイノベーションが必要な時代になってきているんですが、こうい

うイノベーションをするには、やはり現地起点が必要になってきます。そし

て、多国籍企業システム内での連携が必要になってきます。多国籍企業システ

ムの持っている優れた技術と現地のニーズに関する知識を結合して現地ベース

で新しい開発をしていくということが必要な時代になってきているんです。

日本企業への示唆

　もう時間ですね。じゃあ、まとめに行きます。日本企業は考える力を本国に

集中させるという戦略をとってまいりました。しかし、以上に述べました新興

国の「グッドイナフ」市場に対する戦略はこれとは違う体制づくりを企業に要

求し始めています。何が必要なのかというと、現地における組織能力の形成、
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すなわち企画、開発、生産、販売が現地で一気通貫する体制ですね。こうした

能力を形成する必要があるということと、現地と本社や他の子会社が連携でき

るような体制を作ることこそが今後の課題だということなんです。すみませ

ん、以上です。途中駆け足になりましたね。

質疑応答

司会（青木教授）：田端先生どうもありがとうございました。ものすごく濃い

内容を一時間の短い時間でお話しいただきました。組織の面から日米間の製品

開発アプローチの違いについてものすごく面白いお話を聞かせていただきまし

た。また、新興国の「グッドイナフ」市場を押さえることこそが、企業がこれ

から生き残っていくための方途であるということについて我々は理解を深めた

と思います。残りわずかな時間ですけど、ご質問のある方、ご感想のある方

は、どうぞ先生にお聞きください。古屋先生、何かご質問とかご感想とか、あ

りますでしょうか。

古屋先生：すみません、先生どうもありがとうございました。非常に面白く聞

かせていただきました。私、専門外なので興味本位の質問になってしまうので

すが、小型の超音波診断装置ですが、先進国でも救急車で使われているそうで

すが、ほかにどんなニーズがあるのでしょうか。ほかにもどこで使われていま

すか。

田端：イメルトほかによりますと、子宮外妊娠のチェックとか、それから、大

きな装置を入れることができない狭い手術室のなかで麻酔針がちゃんと入って

いるかをチェックするような場面で用いられています。要するにポータブル性

が必要な場面でこれが結構広く使われているわけです。

古屋先生：わかりました。どうもありがとうございます。

田端：日本の場合は非常にリッチであるうえに、保険が７割負担してくれます

でしょう。だから、小さな医療機関でも結構大きな装置を持つことができるん
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ですね。だから、安さ以外のファクターが重要になってきます。しかし、所得

の低いところ、また、保険が発達してないところでは医療機関は安い装置しか

買えませんので、これが主たる診断装置になり得るわけです。

古屋先生：ありがとうございます。

田端：学生の中からいらっしゃいませんか？

学生：この二つの機械の性能の違いってあるんですかね？

田端：性能の違いですか？非常に良いご質問です。やっぱり今のところ、大き

な装置の方が性能は断然いいです。高い装置には高いなりの価値があります。

だからこそアメリカではこれがメインの医療手段になっています。小さい装置

は、おもにポータブル性が必要な場面で使われています。しかし、この小さい

装置がどのような可能性を秘めているかは、デジタルオーディオプレーヤーの

ケースを想起していただければ容易に理解していただけると思います。デジタ

ルオーディオプレーヤーは、圧縮した（つまりカットした）音楽データを超小

型ハードディスク（HDD）やフラッシュメモリーにため込んでおき、その音

楽データをメインチップ（システムLSI）上のCPUで処理することで音を出し

ます。ものすごく小さいですよね。また、CDプレーヤーのように（HDDの駆

動部分を除いて）モーターや光ピックアップを必要としない分だけ構造も簡単

です。当初は、データを圧縮している分だけ音質が悪く、音楽に向かないので

はないかとも言われました。しかし、その後エンコーディングの仕方に工夫が

見られたり、音の出し方（いわゆる味付け）が工夫されたり、メインチップや

HDD、フラッシュメモリーなどのデバイスの性能が飛躍的に良くなったりし

た結果、通常の音楽の聴き方ではほぼ問題が無くなりました。しかも、収録で

きる楽曲の多さや、ネットとの相性の良さ、データの管理の容易さ、機能の多

さ（たとえば、音楽再生に加えて、歌詞表示、ジャケットなどの写真表示、ビ

デオ再生などができること）といった本来の利点に加え、軽量化、薄型化、大

容量化、低価格化が進んだ結果、使い勝手はますます良くなっています。そし

て今では音楽プレーヤーとしてはむしろこちらの方が家電量販店のなかで大き
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な売り場を占めるようになってきています。あくまでも可能性のお話ですが、

小型の超音波診断装置にも、これに類する可能性があるのかもしれません。

学生：ありがとうございました。

田端：どなたかいらっしゃいませんか？

司会（青木教授）：少し時間が残っています。小江先生どうですか？何かご感

想でも。

小江先生：経営学科の小江でございます。大変興味深いお話、ありがとうござ

いました。初めにお話しいただいたアメリカ企業と日本企業の労働市場という

か雇用の対比なんですけども、専門家の、よりプロフェッショナルな方の雇用

に関しては非常にわかりやすいお話だったと思うんですけど、一方で、たとえ

ば日本の場合、派遣の社員の方のようにそれほど専門的なお仕事をされてない

ような労働者がたくさんいると思うんですが、そういった方の場合、アメリカ

ではどのような労働市場というか雇用形態になっているのかということについ

てもしご存知でしたら、お聞かせいただければと思います。

田端：基本的にはあるいは職安やヘッドハンティングの会社に、あるいは新聞

の紙面やWebサイト上にありとあらゆる層の市場ができているというイメー

ジだと思います。ですから本当にハイエンドの方はハイエンドの方を対象とす

る市場に出かけると思いますし、ローエンドの方はローエンドの方を対象とす

る市場に出かけるという、こういうイメージだと思います。

　ただ、アドホクラシーのような議論は、高度な問題解決能力を要するプロ

ジェクトにかかわる人たちに限定して考えていただいた方がよいと思います。

ランクアンドファイルといいますか、ごく普通のオフィスワーカーの場合は、

むしろビューロクラシー（職能や役割に従って組織内の仕事が細かく分けられ

たうえで、個々人に割り当てられる仕事の範囲と従わなければならない規則が

明確に定められ、文書にされているような組織）が該当するように思います。

しかし、こうした組織も最初から人が移動することを前提に作られており、ア

メリカの企業は、日本の企業に比べ、人を入れ替えることに積極的であるよう
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に思います。ですから、こうした人々も市場のお世話にならねばならなくなる

ことが多くなるのだと思います。

小江先生：ありがとうございます。

田端：ちなみにですね、労働市場の日米間の違いに関するお話しは、私が日本

企業とアメリカ企業の比較研究をした時の結果に基づいています。発達した労

働市場をとおして必要なエンジニアがすぐ集まりますかという質問に対して、

アメリカでは回答がイエスに偏る傾向にあるのですが、日本では回答がノーに

偏る傾向にあり、両者の間には統計上有意といえるほどの差がありました。

青木先生：あと２分しかないですが留学生に聞いてみたいと思います。今日の

講演会を聞いて何かキーワードとして残ることはありますでしょうか。

学生：新興国の中間層という言葉を初めて聞きました。

田端：新興国の中間層ですか？

学生：中国は人口がすごく多いので新興国として中間層という市場はすごく大

きいと思います。これから世界の新興国にこうした市場ができるとするとすご

いと思います。

司会（青木教授）：わかりました。いくつか学生さんにも心の中にそれなりの

キーワードあるいは得るものがあるかと思います。みなさん、これをもって今

日の講演会を終わらせていただきたいと思います。ご清聴どうもありがとうご

ざいました。
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